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○ 平成２４年４月介護報酬改定・基準改正について 

平成２４年４月介護報酬改定・指定基準改正については、全国介護保険・高齢者保健福祉担当課長会議（２月２３日

開催）の資料により、報酬算定基準・指定基準及びこれらの解釈通知の改正案が示されたところです。 

改定内容に係る資料については、以下のホームページに掲載してありますので、基準及び解釈通知の内容をご確認く

ださい。 

また今後、国から発出されるＱ＆Ａや各通知、届出のための様式・添付書類等については、国から発出され次第、そ

の都度掲載してまいりますので、ホームページ情報は引き続き確認してください。 

なお、改定に伴うか否かに関わらず、全ての加算の届出の提出期限について、平成２４年４月１日適用のための締切

りは、次のとおりとなりますので、速やかな対応をお願いします。 

【東京都福祉保健局ホームページ】 

→東京都介護サービス情報＞平成２４年４月介護報酬改定 

   （http://www.fukushihoken.metro.tokyo.jp/kourei/hoken/kaigo_lib/24housyukaitei/index.html） 

【加算届の提出期限及び提出先】 

◆ 居宅系サービス（短期入所サービス・特定施設入所者生活介護を除く。）       ３月２６日（月）必着 

◆ 居宅系サービス（短期入所サービス）・介護療養型医療施設            ４月 ２日（月）必着 

〒１６２－０８２３ 新宿区神楽河岸１－１ セントラルプラザ１３階 

財団法人 東京都福祉保健財団 事業者支援部事業者指定室   TEL０３－５２０６－８７５２ 

◆ 施設系サービス（介護療養型医療施設を除く。）・特定施設入所者生活介護        ４月  ２日 （月） 必着 

〒１６３－８００１ 新宿区西新宿２－８－１ 東京都庁第一本庁舎２４階 

東京都福祉保健局高齢社会対策部施設支援課施設運営係  

【お問い合わせ先】 

居宅系サービス 介護保険課介護事業者係  TEL０３－５３２０－４５９３ 

施設系サービス 施設支援課施設運営係    TEL０３－５３２０－４２６４ 
 

 

 

 

 

 

 

○報酬算定・運営基準 
「平成２４年４月介護報酬改定・基準改正について」 
「サービス提供体制強化加算の算定要件について」 
「介護職員処遇改善加算について」 
「通所介護・通所リハビリテーション事業所における事業所規模の確認 
・変更について」 
「居宅介護支援事業所における特定事業所集中減算の届出について」 

○お知らせ 
「平成２４年３月１２日（月曜日）に、新規事業者研修を実施いたします。」 
「「地域包括ケアシステムに向けたケアマネジメント講演会」を実施 
します」 
「社会福祉施設における組織管理ガイドライン～成長できる組織づくり 
とは～」研修会の実施について 

○最近の動向 
「東日本大震災により被災した被保険者の利用者負担軽減措置の 
延長について」 

○注意 
「福祉用具の重大製品事故報告について（情報提供）」 

 

 

  

 

  

報酬算定・運営基準 
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○ サービス提供体制強化加算の算定要件について 

平成２３年度の実績（４月から２月まで）が６月以上の実績がある事業所で平成２４年度も引き続き当該加算を算定

する事業所の職員の割合の算出においては、常勤換算方法により算出した平成２３年度（４月から２月まで）の平均を

用います。つきましては、平成２３年度の実績を確認し、算定要件を満たしていない場合には、直ちに届出をしてくださ

い。（当該加算に係る届出についても、上記【提出先及び提出期限】のとおり。） 

また、平成２３年度の実績が６月に満たない事業所については、届出日の属する月の前３月について常勤換算方法

により算出した平均を用い、届出を行った月以降においても、直近３月間の職員の割合につき、毎月継続的に所定の

割合を維持することになります。 

【お問い合わせ先】 

居宅系サービス 介護保険課介護事業者係  TEL０３－５３２０－４５９３ 

施設系サービス 施設支援課施設運営係    TEL０３－５３２０－４２６４ 
 

 

 

○ 介護職員処遇改善加算について 

   平成２４年４月からの介護報酬改定に伴い、介護職員処遇改善加算が創設されます。加算の届出については、下

表のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

なお、平成２４年度に介護職員処遇改善交付金の承認を受ける予定の介護サービス事業所等は、当該承認をも

って、加算の算定要件を満たしたものとみなし、当該加算を支給する予定です。みなし加算の対象となる各サービス

事業者は、平成２４年５月末までに所定の書類を指定権者に対し提出することになります。 

平成２４年４月から新規に加算を算定する場合は、３月２６日までに指定権者に届出をする必要があります。 

その他の詳細、広域型の様式及び書類の郵送先（住所等）については、３月１２日以降、以下のホームページで

ご案内する予定です。お問い合わせは、ホームページの内容をご覧になった上で、していただくようお願いします。 

 （ホームページ掲載予定のアドレス） 

 【東京都福祉保健局ホームページ】→高齢者＞介護保険＞介護職員処遇改善交付金 

（http://www.fukushihoken.metro.tokyo.jp/kourei/hoken/shogu/index.html） 
【処遇改善加算 お問い合わせ先】 介護保険課介護事業者支援担当 ＴＥＬ０３－５３２０－４３４３  

※受付時間：平日９時３０分～１７時（１１時４５分～１３時１５分を除く） 

 

４月からの処遇改善
加算算定希望

提出先 提出内容 提出期限

有
指定権者

（※）

介護職員処

遇改善計画

書等

平成２４年５

月末まで
※「みなし加

算」対象

無 指定権者
加算の不要

の申出書

平成２４年３

月２６日まで

24年度介護職員処
遇改善交付金未承

認事業所（新規指
定、新規加算対象含

む）

有 指定権者

加算届・介護
職員処遇改

善計画書等

平成２４年３

月２６日まで

※　広域型サービスは東京都、地域密着型サービスは、区市町村が提出先となります。

24年度介護職員処
遇改善交付金承認

事業所

報酬算定・運営基準 
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○ 通所介護・通所リハビリテーション事業所における事業所規模の確認・変更について 

指定通所介護・指定通所リハビリテーション事業所における事業所規模による区分については、前年度の実績に

基づき決定されます（平成１２年老企第３６号参照）。つきましては、平成２４年度も引き続き事業を実施するすべての

事業所は、以下のホームページにて計算方法をよくご確認いただいた上、平成２３年度（４月から２月まで）の１月あ

たりの平均利用延人員数を計算し、平成２４年度に算定する通所介護費（通所リハビリテーション費）の規模区分を必

ず確認してください。 

 また、平成２３年度（４月から２月まで）の実績が６月に満たない事業所または、平成２４年４月１日に定員を２５％以

上変更する事業所は、事業所の利用定員の９０％に予定される１月あたりの平均営業日数を乗じて得た数を平均利

用延人員数として用いて確認してください。 

 

 

 

 

 

※注意点 

平成２４年３月３１日時点で事業を実施している事業者おいては、平成２４年度の通所介護費（通所リハビリテー

ション費）の算定の基礎となる、平成２３年度の「平均利用延人員数」の計算にあたっては、平成２４年４月報酬改定

後の計算方法によらず、従前までの方法により計算してください。（平成２４年度４月以降の実績を計算する際に新

計算方法が適用されます。） 

◆通所介護及び通所リハビリテーション（老人保健施設除く） 

【提出及びお問い合わせ先】 〒１６２－０８２３ 新宿区神楽河岸１－１ セントラルプラザ１３階 

財団法人 東京都福祉保健財団事業者支援部事業者指定室 TEL０３－５２０６－８７５２ 

【東京都福祉保健局ホームページ】 →東京都介護サービス情報＞事業者指定申請・届出＞加算届出様式 

（http://www.fukushihoken.metro.tokyo.jp/kourei/hoken/kaigo_lib/shinsei/kasan/index.html） 

◆通所リハビリテーション（老人保健施設みなし指定） 

【提出先及びお問い合わせ先】 〒１６３－８００１ 新宿区西新宿２－８－１ 東京都庁第一本庁舎２４階 

東京都福祉保健局高齢社会対策部施設支援課施設運営係 TEL０３－５３２０－４２６４ 

【東京都福祉保健局ホームページ】 

→東京都福祉保健局＞分野からのご案内（高齢者）＞介護老人保健施設＞介護老人保健施設変更届等様式 

（http://www.fukushihoken.metro.tokyo.jp/kourei/shisetu/rouken/henkou/index.html） 

 

○ 居宅介護支援事業所における特定事業所集中減算の届出について 

特定事業所集中減算チェックシート２３後期分（平成２３年９月１日から平成２４年２月２９日）の受付期間

は、３月１日から３月１５日までです。居宅サービス計画に位置付けた訪問介護、通所介護及び福祉用具貸与

の紹介率が最も高い法人の名称等について記載するものです。 
いずれかのサービスについて、紹介率最高法人が計画数に占める割合として９０％を超えた場合は、「正当な

理由」の有無にかかわらず、チェックシートを東京都に郵送してください。 
チェックシートの様式、基準の詳細及び「正当な理由」の判断基準は、以下のホームページをご覧ください。 

＜郵送先＞ １６３－８００１ （住所不要） 東京都福祉保健局高齢社会対策部介護保険課介護事業者係 
【東京都福祉保健局ホームページ】 

→東京都介護サービス情報＞厚生労働省告示・報酬算定基準・通知等＞特定事業所集中減算 

    （http://www.fukushihoken.metro.tokyo.jp/kourei/hoken/kaigo_lib/shinsei/syuutyuugensan/index.html） 

【お問い合わせ先】介護保険課介護事業者係 ＴＥＬ０３－５３２０－４５９３ 

報酬算定・運営基準 

計算の結果、現在の規模区分が変更になる場合は、 

平成２４年３月２６日（月曜日）【必着】までに必要書類をご提出ください。 

必要書類は以下のホームページからダウンロードできます。 

※規模に変更がない場合は、提出は不要です。 

 

報酬算定・運営基準 
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○ 平成２４年３月１２日（月曜日）に、新規事業者研修を実施いたします。 

平成２４年５月１日開設予定事業所として同年２月末までにＦＡＸで「新規事業指定申請申込書」を送付した事業

者と平成２４年３月１日開設事業所として指定を受けた事業者については、下記のとおり新規事業者研修を実施し

ます。 

下記の持参書類は、必ずご持参ください。 

◆日時    平成２４年３月１２日（月曜日） １３時から１６時３０分まで （受付開始 １２時３０分） 

◆場所    東京都社会福祉保健医療研修センター  

         文京区小日向４－１－６   (地図  以下のホームページ参照) 

◆研修内容 介護保険の基礎知識・労働基準法等の概要・指定申請書及び変更届書の記載例他 

◆持参書類 ○５月１日に開設を予定している事業所 ⇒ 「新規事業指定申請申込書」ＦＡＸの（控） 

○３月１日に指定を受けた事業所 ⇒ 事業所に送付された「新規指定事業者研修会の 

開催について」（事務連絡） 必要事項を記載して持参。 

【東京都福祉保健局ホームページ】 →東京都介護サービス情報＞新規事業者指定について＞新規事業者研修

（指定前・指定後）について（３月実施分） 

（http://www.fukushihoken.metro.tokyo.jp/kourei/hoken/kaigo_lib/guidebook/index.html） 

【お問い合わせ先】 財団法人 東京都福祉保健財団事業者支援部事業者指定室   TEL ０３－５２０６－８７５２ 

 

 

 

 

○ 「地域包括ケアシステムに向けたケアマネジメント講演会」を実施します 

東京都では本年度、東京都介護支援専門員支援検討委員会を設置し、地域ケア体制の更なる推進を図るため

に、その中核を担う介護支援専門員の具体的な支援策を検討しています。このたび、委員会報告を踏まえて、「地

域包括ケアシステムに向けたケアマネジメント講演会」を実施しますので、受講を希望される方は下記によりお申

込みください。 

【日 時】 平成２４年３月２７日（火曜日） １３時３０分から１７時１０分まで （１３時より受付） 

【場 所】 都庁第一本庁舎５階大会議場 （東京都新宿区西新宿二丁目８番１号） 

【受講対象者】 ①居宅介護支援事業所の主任介護支援専門員  

②その他関心のある主任介護支援専門員  

（③行政職員 ④地域包括支援センターの主任介護支援専門員については、別途、募集します） 

【内容（予定）】 

（１）東京都からの委員会報告  

（２）「地域包括ケアシステム構築に向けたこれからのケアマネジメントの課題」（仮称） 講師：國光 登志子 先生 

(立正大学大学院社会福祉学研究科 講師)  

（３）「ケアプランを考える視点」（仮称）講師：佐藤 信人 先生 (武蔵野大学人間関係学部社会福祉学科 教授) 

【申込み方法】募集案内及び受講申込書を以下のホームページよりダウンロードの上、３月９日金曜日までに ファ

ックスにてお申込みください。 

【東京都福祉保健局ホームページ】 →東京都介護サービス情報＞介護支援専門員（ケアマネジャー）関連情報 

（http://www.fukushihoken.metro.tokyo.jp/kourei/hoken/kaigo_lib/care/index.html） 

【お問い合わせ先】介護保険課ケアマネジメント支援担当  TEL ０３－５３２０－４２７９ 

 
 

 

お知らせ 

お知らせ 
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○ 「社会福祉施設における組織管理ガイドライン～成長できる組織づくりとは～」      
研修会の実施について 

東京都では、職員が安心して勤務を続けられる環境をつくるため、このたび「社会福祉施設における組織管理ガ

イドライン」を作成しました。これまでに作成してきた「リスクマネジメント」「情報管理」「人材育成マネジメント」と合わ

せて御活用ください。 

今回、ガイドラインを各施設で役立てていただくために、活用方法についての研修会を開催します。是非御参加く

ださい。詳細は以下のホームページをご覧ください。研修会のご案内及びガイドラインの概要版・全文がご覧いただ

けます。 

【日時】  平成２４年３月２１日(水曜日)午後２時から午後４時３０分 

【会場】  なかの ZERO(西館)小ホール 中野区中野2－9－7 

【対象及び定員】 都内の社会福祉施設等に勤務し受講を希望する方約５５０名 

※本研修は施設・事業所の管理者を主な対象とした研修会となります。 

【内容】  組織管理ガイドライン等の活用法及びモデル施設の取組内容の発表 

【講師】  日本社会事業大学専門職大学院 准教授 藤井 賢一郎氏及びモデル施設 

【申込先】 財団法人東京都福祉保健財団人材養成部人材養成室  

【東京都福祉保健財団ホームページ】 http://www.fukushizaidan.jp/ 

【お問い合わせ先】 

 (研修会に関すること)     財団法人 東京都福祉保健財団人材養成部人材養成室  TEL０３－５２０６－８７３８ 

 (ガイドラインに関すること)  生活福祉部地域福祉推進課福祉人材対策係  TEL０３－５３２０－４０４９ 

 

 
 
 

○ 東日本大震災により被災した被保険者の利用者負担軽減措置の延長について 

東日本大震災により被災した被保険者の利用者負担等の減免措置については、平成２４年２月末まで行うことと

なっておりましたが、その期間について、延長されることになりました。対象となる利用者をご確認いただき、適切な

対応をお願いします。厚生労働省からの事務連絡につきましては、以下のホームページに掲載しておりますのでご

確認ください。なお、介護保険施設等の食費・居住費等の減免については、平成２４年２月２９日で終了し、延長はい

たしません。 

【東京都福祉保健局ホームページ】 分野別→高齢者＞介護保険＞東日本大震災関連情報 

（http://www.fukushihoken.metro.tokyo.jp/kourei/hoken/shinsai_jouhou/index.html） 

 

 
 

○ 福祉用具の重大製品事故報告について（情報提供） 

消費者庁が公表した重大製品事故のうち福祉用具（介護用リフト、車いす、介護ベッド用てすり）に係るものについ

て、厚生労働省から情報提供がありました。（平成２４年２月３日、２月１７日、２月２１日付公表分）詳細については、

以下のホームページに掲載していますのでご確認ください。 

また、これまでに消費者庁及び独立行政法人製品評価技術基盤機構から公表された福祉用具に関する事故情報

が、厚生労働省の関係団体である日本福祉用具・生活支援用具協会において公開されています。福祉用具の適切な

使用と事故防止にご活用ください。 

【東京都福祉保健局ホームページ】 →東京都介護サービス情報＞利用者の安全確保にかかる注意喚起 

    （http://www.fukushihoken.metro.tokyo.jp/kourei/hoken/kaigo_lib/tyuui/shouhi/index.html） 

【日本福祉用具・生活支援用具協会(JASPA)】 

    （http://www.jaspa.gr.jp/accident/index.html）  
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